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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期連結
累計期間

第19期
第２四半期連結
累計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

第19期
第２四半期連結
会計期間

第18期

会計期間

自平成20年
８月１日
至平成21年
１月31日

自平成21年
８月１日
至平成22年
１月31日

自平成20年
11月１日
至平成21年
１月31日

自平成21年
11月１日
至平成22年
１月31日

自平成20年
８月１日
至平成21年
７月31日

売上高（千円） 3,842,6194,176,4922,058,7532,315,4557,870,211

経常利益（千円） 501,219 587,116 271,392 310,1531,168,136

四半期（当期）純利益（千円） 206,706 398,594 160,403 341,654 613,732

純資産額（千円） － － 1,195,7241,404,0551,688,485

総資産額（千円） － － 6,741,6226,668,5086,471,709

１株当たり純資産額（円） － － 348.86 413.44 498.96

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
60.97 117.82 47.27 100.98 181.18

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
60.97 － 47.27 － －

自己資本比率（％） － － 17.6 21.0 26.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
162,693 639,866 － － 867,700

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
259,736△201,249 － － 322,481

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△208,656△575,030 － － △1,007,548

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,731,8531,564,2991,700,713

従業員数（人） － － 170 196 176

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、当第２四半期連結会計期間において、スキー場事業を営む竜王観光株式会社が新たに当社

の関係会社となりました。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）
　竜王観光㈱
（注）　

長野県下高井郡
山ノ内町

10,000
スキー場の
運営・管理

100.0
(100.0)

役員の兼任

（注）議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年１月31日現在

従業員数（人） 196 (866)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　従業員数が当第２四半期連結会計期間において28人増加しましたのは、スキー場事業において竜王観光株式

会社が新たに連結の範囲に加わったためであります。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年１月31日現在

従業員数（人） 158 (704)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

　

(2）受注実績

　当社グループは一般の不特定多数の顧客を相手とするサービス業であり、該当事項はありません。

　

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）前年同四半期比（％）

金額（千円）

駐車場事業 1,841,400 101.7

スキー場事業 474,054 191.2

合計 2,315,455 112.5

　

　（注）１　当社は一般の不特定多数の顧客を相手とするサービス業であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当第２四半期連結会計期間における駐車場事業の地域別・事業別売上高、地域別物件数、台数及び契約率を

主たる地域別に示すと、次のとおりであります。

　

駐車場事業の地域別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

  北海道 東北 関東 近畿 東海 中国 九州 計

前第２四半期連

結会計期間

直営 41,09911,559701,509439,246115,62340,38140,5171,389,937

マネジメント 24,9228,559164,11845,89355,63922,81915,434337,386

その他 1,0291,83951,56920,0524,8361,6442,50983,480

合計 67,05121,958917,197505,192176,09964,84558,4611,810,805

当第２四半期連

結会計期間

直営 50,38710,090685,417440,740119,61555,62241,6391,403,514

マネジメント 27,3798,906198,45547,27847,38718,99916,587364,995

その他 623△1,17147,85916,8673,9182,5682,22572,891

合計 78,39017,825931,732504,886170,92177,19160,4521,841,400

前年同期比

直営 122.6%87.3%97.7%100.3%103.5%137.7%102.8%101.0%

マネジメント 109.9%104.1%120.9%103.0%85.2%83.3%107.5%108.2%

その他 60.5%△63.7%92.8%84.1%81.0%156.2%88.7%87.3%

合計 116.9%81.2%101.6%99.9%97.1%119.0%103.4%101.7%
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駐車場事業の地域別物件数、台数及び契約率

（月極専用直営物件）

  北海道 東北 関東 近畿 東海 中国 九州 計

平成21年

１月末

物件数（件） 5 2 287 113 23 12 21 463

借上台数（台） 70 22 4,7391,680 322 154 435 7,422

貸付台数（台） 69 22 4,3981,568 310 139 381 6,887

契約率 98.6%100.0%92.8%93.3%96.3%90.3%87.6%92.8%

平成22年

１月末

物件数（件） 8 4 290 119 23 22 29 495

借上台数（台） 103 44 4,8551,816 389 361 603 8,171

貸付台数（台） 100 43 4,5971,728 361 352 543 7,724

契約率 97.1%97.7%94.7%95.2%92.8%97.5%90.0%94.5%

前年同期比

物件数 160.0%200.0%101.0%105.3%100.0%183.3%138.1%106.9%

借上台数 147.1%200.0%102.4%108.1%120.8%234.4%138.6%110.1%

貸付台数 144.9%195.5%104.5%110.2%116.5%253.2%142.5%112.2%

　 

（時間貸し併用直営物件）

  北海道 東北 関東 近畿 東海 中国 九州 計

平成21年

１月末

物件数（件） 3 2 27 46 13 7 4 102

借上台数（台） 197 96 1,4511,870 531 237 111 4,493

平成22年

１月末

物件数（件） 4 1 26 45 14 7 4 101

借上台数（台） 246 30 1,4231,864 552 237 96 4,448

前年同期比
物件数 133.3%50.0%96.3%97.8%107.7%100.0%100.0%99.0%

借上台数 124.9%31.3%98.1%99.7%104.0%100.0%86.5%99.0%

　

 （時間貸しマネジメント物件）

  北海道 東北 関東 近畿 東海 中国 九州 計

平成21年

１月末

物件数（件） 6 2 15 9 12 7 5 56

管理台数（台） 790 282 4,463 939 1,249 531 292 8,546

平成22年

１月末

物件数（件） 6 2 21 10 11 6 4 60

管理台数（台） 790 282 5,2051,0861,075 485 261 9,184

前年同期比
物件数 100.0%100.0%140.0%111.1%91.7%85.7%80.0%107.1%

管理台数 100.0%100.0%116.6%115.7%86.1%91.3%89.4%107.5%

 

（合計）

  北海道 東北 関東 近畿 東海 中国 九州 計

平成21年

１月末

物件数（件） 14 6 329 168 48 26 30 621

総台数（台） 1,057 40010,6534,4892,102 922 83820,461

平成22年

１月末

物件数（件） 18 7 337 174 48 35 37 656

総台数（台） 1,139 35611,4834,7662,0161,083 96021,803

前年同期比
物件数 128.6%116.7%102.4%103.6%100.0%134.6%123.3%105.6%

総台数 107.8%89.0%107.8%106.2%95.9%117.5%114.6%106.6%

  ※『借上台数』・・当社グループと駐車場オーナーとの間で賃貸借契約を締結している台数

『貸付台数』・・月極専用直営物件において当社グループと駐車場ユーザーとの間で賃貸借契約を締結している台

数

『契約率』・・　月極専用直営物件において『貸付台数』を『借上台数』で除した比率

『管理台数』・・時間貸しマネジメント物件の総収容台数

『総台数』・・『借上台数』＋『管理台数』
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≪カーシェアリング車両の設置台数、契約口数、会員数≫

設置台数 ・・　30台

契約口数 ・・ 216名

会員数　 ・・ 471名

　

『契約口数』・・月額基本料金が発生する契約数

『会員数』　・・カーシェアリング車両を利用するために登録を頂いている会員数（１契約において複数名の会員登

録が可能なため）

（平成22年１月末日時点）　

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）におけるわが国の経済は、中国経済の

拡大を中心に外需が持ち直したことで輸出が増加し、また、在庫調整の進展やコストの切り詰め等により一部の企業に

おいては業績の回復がみられました。一方で、個人消費や所得環境、雇用環境は依然として低調に推移しました。

都心部のオフィスビルにおいては、賃料水準は低下し、空室率が向上していることから収益の確保が厳しい環境で

あったため、ビルに附置された駐車場の不稼動部分における収益化需要が高まりました。また、商業施設においても消

費の低迷により収益は全体的に減少傾向にありました。そのため、施設の玄関口となる駐車場においてサービスの差別

化を行うニーズは底堅く推移いたしました。さらに、都心部を中心にカーシェアリング車両の設置やバイク駐車場とし

ての利用など、駐車場の新しい活用手法が拡がりはじめており、新しいユーザー層が増えていくことで駐車場需要は今

後も堅調に推移するものと思われます。

このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、駐車場事業とスキー場事業の２つの事業を進めてまいり

ました。

駐車場事業においては、既存の駐車場については稼働率の向上を図ることで収益改善に努めました。また、オフィスビ

ルや商業施設の収益が逓減するなか、附置されている駐車場の収益化ソリューション、安全性・サービスの向上を行う

ことで差別化を図るマネジメントソリューションなど、新規契約の受注に注力いたしました。さらに、今後マーケット

ニーズが拡大していくと期待されるカーシェアリング車両を既存の運営駐車場へ積極的に増車し、新しいソリューショ

ンモデルの確立に注力いたしました。

スキー場事業においては、11月に竜王スキーパークを運営する竜王観光株式会社の全株式を取得し、サンアルピナ鹿

島槍スキー場に続く２つ目のスキー場運営を開始しました。暖冬予報が発表され初冬の降雪量は少なかったものの、適

切な人工降雪とゲレンデ整備により両スキー場とも近隣の他スキー場に先駆けてのオープンを果たしました。また、長

野県内での営業活動全般や関東圏・中部圏での企業優待契約の獲得など、両スキー場合同で相乗効的な営業活動に積極

的に取組み来場者の増加に努めました。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は過去最高の2,315,455千円（前年同期比12.5％増）となりまし

た。

また、売上高が増加したことに加え、余剰コストの削減を徹底したことで人件費以外の販売費及び一般管理費は減少

し、営業利益は365,748千円（前年同期比20.2％増）と過去最高となりました。

不動産市況の低迷を受け、前年同期より匿名組合投資損失が81,461千円増加したこと等により、経常利益は310,153千

円（前年同期比14.3%増）となりました。

スキー場事業において、竜王観光株式会社の全株式と貸付債権取得に伴い発生した負ののれんを一括償却し、特別利

益を144,332千円計上したこと等により、四半期純利益は341,654千円（前年同期比113.0%増）と大幅増益となりまし

た。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

各セグメントの業績数値にはセグメント間の内部取引高を含んでおります。

 

(駐車場事業)
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駐車場の不稼動部分を活用し、ビルの収益化を図る直営事業（全駐車場売上高の76.2％を構成）においては、ビル収

益が逓減するなかオーナーの駐車場収益化ニーズが高まっていることを背景に新規提案をすすめた結果、前年同四半期

末より31物件の純増となり596物件（借上台数は704台増加し12,619台）となりました。一方で、既存の直営物件におい

ては、営業人員の育成とエリア営業を徹底し、月極駐車場の需給のマッチングを行ったことにより月極専用直営物件に

おける契約率（貸付台数/借上台数）は前年四半期末92.8％から94.5％へ向上しました。その結果、直営物件売上高は

1,403,514千円（前年同期比1.0％増）となりました。

駐車場売上高の19.8％を占めるマネジメント事業においては、安全性やサービスの向上、駐車場運営コストの適正化、

駐車場から発生する一定の売上高を超えた場合にその収益をシェアするなど、マーケットの変化にあわせたマネジメン

トソリューションの提案を行った結果、前年同四半期末より４物件、638台の純増となり、60物件、管理台数9,184台とな

りました。その結果、マネジメント物件における売上高は364,995千円（前年同期比8.2％増）となりました。

新規事業となるカーシェアリング事業においては、車両の新規設置をすすめるともに、カーシェアリング事業単体と

しての収益力を強化しました。車両台数は前連結会計年度末より９台増加し30台となりました。新規会員申し込みは順

調に増加しましたが、当第２四半期の開始月である昨年11月より実施した基本料金有料化に伴い、使用率が極めて低い

会員を中心に180名程度が解約するという一時的な要因があったものの入会も進み、前連結会計年度末より２名減少に

とどまりました。利用頻度の高い会員が相対的に増加したことで、一台当たりの収益性は増加し、カーシェアリング事業

単体での採算を確保するに至りました。カーシェアリング事業の基盤が固まったことにより、既存のソリューションで

ある月極運営や時間貸し運営を補完する事業として、カーシェアリングを組み合わせた複合的な提案を行うことで、さ

らに収益性や利便性が高まるような付加価値の高いソリューションを、ビルオーナーやカーユーザーに提案できる体制

を当四半期に確立することができました。

上記の結果、駐車場事業全体の物件数は656物件、総台数は21,803台（前年同四半期末と比べて35物件・1,342台の純

増）となり、売上高は1,841,400千円（前年同期比1.7％増）と過去最高となりました。

販売費及び一般管理費に関しては、費用対効果の観点からコストの見直しを行った結果、全社費用を含む売上高販管

費率は21.3％から21.1％と前年同期より0.2ポイント改善しました。これらの結果、営業利益は465,097千円（前年同期

比2.8％増）となり、全社費用を含む営業利益は313,746千円（前年同期比9.4％増）となり過去最高となりました。

　

(スキー場事業)

運営４年目となるサンアルピナ鹿島槍スキー場では、アニメキャラクターを活用したファミリー向けサービスの拡充

や、イベントと連動したPRなど積極的な販売促進活動を行い、今シーズンも来場者数を増加することができました。11月

から運営を開始した竜王スキーパークでは、サンアルピナ鹿島槍スキー場とのシーズン券の相互乗り入れや、スキー場

内でのイベントを積極的に開催するなど顧客満足度の向上に努めました。また、両スキー場の相乗効果を追求し都市部

や県内での共同セールスを行うなど、積極的且つ効率的な営業活動を行いました。

これらの結果、売上高は474,054千円（前年同期比91.0%増）と大幅な増加となりました。

また、営業利益は52,002千円（前年同期比197.8%増）と、大幅な増加となりました。

 

（２）資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べて196,798千円増加し6,668,508千円となり

ました。主な要因は、投資有価証券が167,945千円減少し1,453,692千円となった一方で、竜王観光株式会社の株式取得に

より、竜王スキーパークが連結グループの資産に加わったこと等により、有形固定資産が423,369千円増加し1,327,801

千円となったこと等によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べて481,228千円増加し、5,264,453千円となり

ました。主な要因は、課税所得の増加により未払法人税等が90,279千円増加し196,779千円となったこと等によるもので

あります。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比べて284,430千円減少し1,404,055千円となり

ました。主な要因は、四半期純利益を398,594千円計上したものの、678,964千円の配当を行ったことにより、利益剰余金

が280,369千円減少し978,711千円となったこと等によるものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期間末に

比べ566,184千円減少し、1,564,299千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は136,446千円（前年同四半期は21,997千円の獲得）となりました。これは主に未払配

当金の減少（営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含んで表示）179,243千円、売上債権の増加額147,975

千円等があったものの、税金等調整前四半期純利益451,789千円の計上等があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は210,331千円（前年同四半期は199,326千円の獲得）となりました。これは主に連結の
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範囲の変更を伴う子会社株式の取得による136,997千円の支出、有形固定資産の取得による103,301千円の支出等があっ

たためであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は492,299千円（前年同四半期は95,424千円の使用）となりました。これは主に長期借

入金の返済による330,430千円の支出、短期借入金の純減額110,000千円、社債の償還による50,100千円の支出等があっ

たためであります。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である日本スキー場開発株式会社が竜王観光株式会社の

全株式を取得したことにより、同社が保有する竜王スキーパークが当社グループの主要な設備となりました。その

設備の状況は次のとおりであります。

　

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

 帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）

建物及び
構築物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

工具、器具
及び備品　

合計

竜王観光㈱

竜王スキーパーク

（長野県下高井郡

山ノ内町）

土地・建物・リフト他

スキー場設備等
159,100133,144

66,094

(114)
11,120369,46026

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,564,720

計 12,564,720

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年３月15日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 3,445,071 3,445,071
東京証券取引所市場第一部

ジャスダック証券取引所

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 3,445,071 3,445,071 － －

　（注）　「提出日現在発行数」には、平成22年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年10月26日定時株主総会決議 

平成18年４月25日取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年１月31日）

新株予約権の数（個） 17,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　　　　（注） 25,980

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成22年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

25,980

12,990

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権

者」という。）は、権利行使時においても、当社または

当社のグループ会社の取締役、監査役または従業員で

あることを要する。但し、任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会が認める正当な理由がある場合は

この限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行

使することができるものとする

③　その他の条件については、平成17年10月26日開催の当社

定時株主総会及び平成18年４月25日開催の新株予約権

発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

 （注）　新株予約権発行後、当社が株式分割・株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１  

分割・併合の比率  

また、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有す

る当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処

分する場合には、「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。）

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×一株当り払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成19年10月25日定時株主総会決議 

平成19年11月１日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年１月31日）

新株予約権の数（個） 400

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　 　　（注）１　 6,415

新株予約権の行使期間
自　平成21年11月２日

至　平成24年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

6,415

3,208

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権

者」という。）は、権利行使時においても、当社の取締

役または監査役であることを要する。但し、任期満了に

よる退任、定年退職、その他取締役会が認める正当な理

由がある場合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行

使することができるものとする

③　その他の条件については、平成19年10月25日開催の当社

定時株主総会及び平成19年11月１日開催の新株予約権

発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）２

(注)１ 　新株予約権発行後、当社が株式分割・株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１  

分割・併合の比率  

また、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有す

る当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処

分する場合には、「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。）

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×一株当り払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）
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(注)２　 新株予約権の割当日以降に当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収

分割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換又は株式移転完

全子会社となる株式移転（あわせて以下「組織再編」という。）を行う場合には、当該組織再編の効力発生の

直前の時点において行使されていない新株予約権に代えて、吸収合併存続会社、新設合併存続会社、吸収分割

承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（あわせて以下「承継会社」

という。）の新株予約権をそれぞれ交付する。ただし、以下の条件に沿って承継会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限るものとする。

(ａ）新株予約権の目的である株式の数

承継会社の普通株式

(ｂ）新株予約権の目的である株式の数

各新株予約権の目的である株式の数（以下「承継後目的株式数」という。）は、上記「新株予約権の目

的となる株式の数」（目的株式数の調整がなされた場合には調整後目的株式数）に、組織再編の際に当

社普通株式１株に対して割り当てられる承継会社の株式の数（以下、「割当比率」という。）を乗じて

計算し、計算の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てる。ただし、かかる計算により算出される株

式の数が１株未満となる場合には、承継後目的株式数は１株とする。また、これらの端数処理について

は、その後に生じた承継会社の新株予約権の承継後目的株式数の調整事由に基づく承継後目的株式数の

調整に当たり、調整前の承継後目的株式数に適切に反映するものとする。

(ｃ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編の効力発生の直前における行使価額

に、上記（ｂ）に従って決定される承継後目的株式数を乗じた金額とする。

(ｄ）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

(ｅ）新株予約権の行使の条件並びに取得事由及び条件

組織再編前における行使の条件並びに取得事由及び条件に準じるものとする。

(ｆ）新株予約権の譲渡制限

承継会社の新株予約権の譲渡による取得については、承継会社の取締役会の承認を要するものとする。

　

EDINET提出書類

日本駐車場開発株式会社(E05327)

四半期報告書

13/35



 　

平成21年10月29日定時株主総会決議 

平成21年11月13日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年１月31日）

新株予約権の数（個） 30,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　 　　(注)１　 4,673

新株予約権の行使期間
自　平成23年11月14日

至　平成28年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

4,673

2,337

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権

者」という。）は、権利行使時において、当社の取締役

の地位を有していることを要する。但し、任期満了によ

る退任、定年退職、その他取締役会が認める正当な理由

がある場合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行

使することができるものとする

③　その他の条件については、平成21年10月29日開催の当社

定時株主総会及び平成21年11月13日開催の新株予約権

発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
(注)２

(注)１ 　新株予約権発行後、当社が株式無償割当、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
１  

無償割当・分割・併合の比率  

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として

行う公募増資、新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価格を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり行使価格

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり行使価格」を「１株当たり

処分金額」に読み替えるものとする。さらに、割当日後、当社が資本の減少を行う場合等、行使価格の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、諸条件を勘案の上、合理的な範囲で行使価格の調整を行う。
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(注)２ 　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または、株式移転(以上を

総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において残

存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「組織再編対象会社」という。)の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、組織再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす

る。但し、以下の条件に沿って組織再編対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する組織再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の種類

組織再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の数

新株予約権の目的である株式の数（以下「再編後目的株式数」という。）は、上記「新株予約権の目的となる

株式の数」（目的株式数の調整がなされた場合には調整後目的株式数）に、組織再編の際に当社普通株式１

株に対して割り当てられる組織再編対象会社の株式の数を乗じて計算し、計算の結果生じる１株未満の端数

はこれを切り捨てる。ただし、かかる計算により算出される株式の数が１株未満となる場合には、再編後目的

株式数は１株とする。また、これらの端数処理については、その後に生じた組織再編対象会社の新株予約権の

再編後目的株式数の調整事由に基づく再編後目的株式数の調整に当たり、調整前の再編後目的株式数に適切

に反映するものとする。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額及びその算定方法

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、「新株

予約権の行使時の払込金額」及び(注)１で定められる行使価格を調整して得られる組織再編対象会社の株式

の１株当たりの払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権１個の目的となる組織再編対象会社の

株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　　　上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発

生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間

の満了日までとします。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り上げるものとします。また、新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額

は、上述の資本金等増加限度額から上述の増加する資本金の額を減じた額とします。

⑦新株予約権の行使の条件

　　　　　上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定します。

⑧新株予約権の譲渡制限

　　　　　譲渡による新株予約権の取得については、組織再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年11月１日～

平成22年１月31日
－ 3,445,071 － 568,490 － 416,973

 　

（５）【大株主の状況】

 平成22年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 巽　一久  兵庫県芦屋市  1,124,831  32.65

 岡田　建二  名古屋市中区  156,947  4.56

 トヨタ自動車株式会社  愛知県豊田市トヨタ町１番地  119,070  3.46

 川村　憲司  東京都港区  89,087  2.59

 氏家　太郎  東京都渋谷区  80,255  2.33

 杉岡　伸一  神奈川県鎌倉市  70,206  2.04

 日本駐車場開発株式会社　(注)１
 大阪市中央区北浜三丁目７番12号

 東京建物大阪ビル 
 61,763  1.79

 日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口)　(注)２
 東京都中央区晴海一丁目８番11号  40,938  1.19

 株式会社穴吹工務店  香川県高松市藤塚町一丁目11番22号  35,590  1.03

 日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口)　(注)２
 東京都港区浜松町二丁目11番３号  30,697  0.89

計 －  1,809,384  52.52

　（注）１．当社は、平成19年10月25日定時株主総会において、当社従業員の企業価値向上へのインセンティブを高める

ために、当社従業員を対象とした自己株式退職時付与制度の導入を決議しており、平成20年２月25日付けで

自己株式12,000株を日本マスタートラスト信託銀行株式会社（自己株式退職時付与信託口・日本駐車場開

発口）（以下「信託口」）へ拠出しております。なお、自己株式数については、平成22年１月31日現在にお

いて信託口が所有する当社株式11,514株を自己株式数に含めて記載しております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　40,938株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　30,697株
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

 平成22年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 61,763 11,514 －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　3,383,308 3,383,308 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 3,445,071 － －

総株主の議決権 － 3,394,822 －

　（注）証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式（その他）」の欄に16株（議決権16個）含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本駐車場開発株式会社

大阪市中央区北浜

三丁目７番12号

東京建物大阪ビル

50,249 11,514 61,763 1.79

計 － 50,249 11,514 61,763 1.79

　（注）　当社は、平成19年10月25日定時株主総会において、当社従業員の企業価値向上へのインセンティブを高めるため

に、当社従業員を対象とした自己株式退職時付与制度の導入を決議しており、平成20年２月25日付けで自己株

式12,000株を日本マスタートラスト信託銀行株式会社（自己株式退職時付与信託口・日本駐車場開発口）

（以下「信託口」）へ拠出しております。なお、自己株式数については、平成22年１月31日現在において信託

口が所有する当社株式11,514株を自己株式数に含めて記載しております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
８月

９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

最高（円） 5,580 5,270 5,130 4,650 4,400 4,145

最低（円） 4,910 4,050 3,810 3,900 4,060 3,960

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年８月１日から

平成22年１月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　また、当第２四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成21年８月１日から平成22年１月31日まで）については、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）附則第７条第１項第１号ただし書き及び第４号

ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年11月１日から平

成21年１月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年８月１日から平成22年１月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,564,299 1,700,713

売掛金 302,707 162,051

その他 ※1
 326,593

※1
 329,715

貸倒引当金 △1,434 △1,472

流動資産合計 2,192,166 2,191,008

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 723,195 575,227

その他（純額） 604,605 329,204

有形固定資産合計 ※2
 1,327,801

※2
 904,431

無形固定資産 80,976 83,173

投資その他の資産

投資有価証券 1,453,692 1,621,637

匿名組合出資金 959,675 1,035,339

その他 691,580 674,073

貸倒引当金 △37,383 △37,954

投資その他の資産合計 3,067,564 3,293,096

固定資産合計 4,476,341 4,280,701

資産合計 6,668,508 6,471,709

負債の部

流動負債

買掛金 51,999 28,863

1年内償還予定の社債 600,200 100,200

短期借入金 600,000 600,000

1年内返済予定の長期借入金 1,305,520 1,237,857

未払法人税等 196,779 106,499

その他 741,667 566,380

流動負債合計 3,496,166 2,639,800

固定負債

社債 99,600 649,700

長期借入金 1,189,160 1,101,020

その他 479,526 392,703

固定負債合計 1,768,286 2,143,423

負債合計 5,264,453 4,783,224
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 568,490 568,490

資本剰余金 416,973 416,973

利益剰余金 978,711 1,259,081

自己株式 △384,178 △386,021

株主資本合計 1,579,997 1,858,524

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △181,190 △170,519

評価・換算差額等合計 △181,190 △170,519

新株予約権 5,248 480

純資産合計 1,404,055 1,688,485

負債純資産合計 6,668,508 6,471,709
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年１月31日)

売上高 3,842,619 4,176,492

売上原価 2,369,387 2,497,954

売上総利益 1,473,232 1,678,538

販売費及び一般管理費 ※
 923,827

※
 1,013,056

営業利益 549,404 665,481

営業外収益

受取利息 3,526 2,114

受取配当金 16,629 21,528

投資有価証券売却益 4,433 3,815

匿名組合投資利益 91,064 29,145

その他 483 2,365

営業外収益合計 116,138 58,969

営業外費用

支払利息 36,902 31,887

投資有価証券売却損 102,181 －

匿名組合投資損失 17,756 97,588

その他 7,482 7,859

営業外費用合計 164,323 137,335

経常利益 501,219 587,116

特別利益

貸倒引当金戻入額 438 612

負ののれん発生益 － 144,332

保険差益 478 －

特別利益合計 916 144,944

特別損失

固定資産除却損 577 50

投資有価証券評価損 117,779 148,053

その他 － 1,160

特別損失合計 118,356 149,263

税金等調整前四半期純利益 383,778 582,797

法人税、住民税及び事業税 3,807 192,950

法人税等調整額 173,265 △8,747

法人税等合計 177,072 184,203

少数株主損益調整前四半期純利益 － 398,594

四半期純利益 206,706 398,594
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年１月31日)

売上高 2,058,753 2,315,455

売上原価 1,248,147 1,339,051

売上総利益 810,605 976,403

販売費及び一般管理費 ※
 506,303

※
 610,655

営業利益 304,302 365,748

営業外収益

受取利息 1,354 985

受取配当金 14,451 20,636

投資有価証券売却益 1,240 508

匿名組合投資利益 10,808 27,669

その他 412 1,439

営業外収益合計 28,266 51,238

営業外費用

支払利息 19,869 16,082

投資有価証券売却損 33,015 －

匿名組合投資損失 2,525 83,986

その他 5,765 6,763

営業外費用合計 61,176 106,833

経常利益 271,392 310,153

特別利益

貸倒引当金戻入額 278 405

負ののれん発生益 － 144,332

保険差益 478 －

特別利益合計 756 144,738

特別損失

固定資産除却損 520 50

投資有価証券評価損 5,330 3,053

特別損失合計 5,850 3,103

税金等調整前四半期純利益 266,297 451,789

法人税、住民税及び事業税 1,290 86,051

法人税等調整額 104,604 24,083

法人税等合計 105,894 110,134

少数株主損益調整前四半期純利益 － 341,654

四半期純利益 160,403 341,654
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 383,778 582,797

減価償却費 49,425 70,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） △438 △612

固定資産除却損 577 50

投資有価証券評価損益（△は益） 117,779 148,053

投資有価証券売却損益（△は益） 97,748 △3,815

匿名組合投資損益（△は益） △73,308 68,443

負ののれん発生益 － △144,332

受取利息及び受取配当金 △20,156 △23,642

支払利息 36,902 31,887

売上債権の増減額（△は増加） △70,928 △140,090

仕入債務の増減額（△は減少） 26,333 23,029

その他 63,695 135,006

小計 611,410 747,739

利息及び配当金の受取額 20,139 23,626

利息の支払額 △29,675 △27,563

法人税等の支払額 △439,659 △103,935

保険金の受取額 478 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 162,693 639,866

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △125,995 △109,026

無形固定資産の取得による支出 △7,600 △5,551

投資有価証券の取得による支出 △50,580 △13,416

投資有価証券の売却による収入 365,428 11,735

投資有価証券の償還による収入 － 3,168

匿名組合出資金の払込による支出 △65,865 △6,412

匿名組合出資金の払戻による収入 131,876 13,633

短期貸付金の増減額（△は増加） 1,800 30,360

長期貸付金の回収による収入 9,713 14,626

敷金の差入による支出 △352 △6,365

敷金の回収による収入 1,311 2,995

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △136,997

投資活動によるキャッシュ・フロー 259,736 △201,249
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年１月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △198,000 －

長期借入れによる収入 900,000 800,000

長期借入金の返済による支出 △567,433 △644,197

社債の発行による収入 296,975 －

社債の償還による支出 － △50,100

株式の発行による収入 39,582 －

リース債務の返済による支出 － △1,769

配当金の支払額 △679,780 △678,964

財務活動によるキャッシュ・フロー △208,656 △575,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 213,773 △136,413

現金及び現金同等物の期首残高 1,518,080 1,700,713

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,731,853

※
 1,564,299
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

連結の範囲に関する事項の変更

　連結の範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間より、当社の連結子会社である日本スキー場開発株式会社が竜王観光株式会社の全株式を取

得したため、竜王観光株式会社を連結の範囲に含めております。なお、変更後の連結子会社の数は２社であります。　

　

会計処理基準に関する事項の変更

　企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20

年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度において最

初に実施される企業結合及び事業分離等から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用しております。 

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）が平成21年４月１

日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連結累計期間では「少数

株主損益調整前四半期純利益」を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）が平成21年４月１

日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連結会計期間では「少数

株主損益調整前四半期純利益」を表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年１月31日）

前連結会計年度末
（平成21年７月31日）

※１　流動資産のその他には、商品及び製品15,094千円、原

材料及び貯蔵品17,252千円が含まれております。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、296,517千円であ

ります。

※１　流動資産のその他には、商品及び製品774千円、原材料

及び貯蔵品2,148千円が含まれております。 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、237,831千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 229,235千円
　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 272,304千円
　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 115,712千円
　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 142,284千円
　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年１月31日現在） （平成22年１月31日現在）

現金及び預金勘定 1,731,853千円

現金及び現金同等物 1,731,853千円

 

現金及び預金勘定 1,564,299千円

現金及び現金同等物 1,564,299千円

 

  

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年１月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年８月１日　至　

平成22年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　3,445,071株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　61,763株 

（注）当社は、平成19年10月25日定時株主総会において、当社従業員の企業価値向上へのインセンティブを高

めるために、当社従業員を対象とした自己株式退職時付与制度の導入を決議しており、平成20年２月25日付け

で自己株式12,000株を日本マスタートラスト信託銀行株式会社（自己株式退職時付与信託口・日本駐車場開

発口）（以下「信託口」）へ拠出しております。なお、自己株式数については、平成22年１月31日現在において

信託口が所有する当社株式11,514株を自己株式数に含めて記載しております。

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社　5,248千円
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４．配当に関する事項

 　　配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月29日

定時株主総会
普通株式 678,964 200平成21年７月31日平成21年10月30日利益剰余金

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年11月１日　至平成21年１月31日）

 
駐車場事業
（千円）

スキー場事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　

 売上高      　

(1）外部顧客に対する

売上高
1,810,805247,9472,058,753 － 2,058,753 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 246 246 (246) － 　

計 1,810,805248,1942,058,999(246)2,058,753 　

 営業利益 452,627 17,464470,092(165,790)304,302 　

（注）（１）事業区分の方法及び各区分の主な内容

　事業区分は事業内容を考慮して次のように区分しております。

　駐車場事業　　・・・駐車場の総合コンサルティング、運営・管理

　スキー場事業　・・・スキー場の総合コンサルティング、運営・管理

（２）会計方針の変更

　　　　当社グループは、従来当社投資事業本部において行っていたキャピタルゲインを目的とした未上場会社へ

の投資事業を縮小し、平成20年８月１日付で当社投資事業本部を当社経営企画室に統合したことにより、

当社投資事業本部が管理していた有価証券について、第１四半期連結会計期間より流動資産の営業投資

有価証券から固定資産の投資有価証券へ、当該有価証券から生じる損益を営業損益の区分から営業外損

益の区分に変更を行いました。

　この変更は、当社投資事業本部において採用していた投資会社としての特徴を反映した会計処理方法

を、一般事業会社としての会計処理方法とするものであります。

　この変更により従来の方法と比べて、当第２四半期連結会計期間のＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業

の売上高が208,629千円減少し、営業利益が542千円増加しております。

　　　　なお、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業は（３）事業区分の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より駐車場事業に集約しております。

（３）事業区分の変更

　　　　事業区分につきまして、従来、駐車場事業、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業、スキー場事業の３事業区分

としておりましたが、キャピタルゲインを目的とし、未上場会社への投資を行うＩＰＯ・ＩＲコンサル

ティング事業を縮小し、駐車場事業とシナジーのある企業の支援に注力していく方針のため、第１四半期

連結会計期間より、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業を駐車場事業に集約し、駐車場事業、スキー場事

業の２事業区分に変更いたしました。この変更により従来の方法と比べて、当第２四半期連結会計期間の

駐車場事業の売上高が6,000千円増加し、営業利益が3,629千円減少しております。
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当第２四半期連結会計期間（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）

 
駐車場事業
（千円）

スキー場事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　

 売上高      　

(1）外部顧客に対する

売上高
1,841,400474,0542,315,455 － 2,315,455 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － (－) － 　

計 1,841,400474,0542,315,455 (－) 2,315,455 　

 営業利益 465,097 52,002517,099(151,350)365,748 　

（注）事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分は事業内容を考慮して次のように区分しております。

駐車場事業　　・・・駐車場の総合コンサルティング、運営・管理

スキー場事業　・・・スキー場の総合コンサルティング、運営・管理

　

前第２四半期連結累計期間（自平成20年８月１日　至平成21年１月31日）

 
駐車場事業
（千円）

スキー場事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　

 売上高      　

(1）外部顧客に対する

売上高
3,590,976251,6433,842,619 － 3,842,619 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 246 246 (246) － 　

計 3,590,976251,8893,842,866(246)3,842,619 　

 営業利益(又は営業損失） 890,806(27,923)862,883(313,478)549,404 　

（注）　（１）事業区分の方法及び各区分の主な内容

　事業区分は事業内容を考慮して次のように区分しております。

　駐車場事業　　・・・駐車場の総合コンサルティング、運営・管理

　スキー場事業　・・・スキー場の総合コンサルティング、運営・管理

（２）会計方針の変更

　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社グループは、従来

当社投資事業本部において行っていたキャピタルゲインを目的とした未上場会社への投資事業を縮小

し、平成20年８月１日付で当社投資事業本部を当社経営企画室に統合したことにより、当社投資事業本部

が管理していた有価証券について、第１四半期連結会計期間より流動資産の営業投資有価証券から固定

資産の投資有価証券へ、当該有価証券から生じる損益を営業損益の区分から営業外損益の区分に変更を

行いました。

　この変更は、当社投資事業本部において採用していた投資会社としての特徴を反映した会計処理方法

を、一般事業会社としての会計処理方法とするものであります。

　この変更により従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間のＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業

の売上高が214,902千円減少し、営業利益が4,718千円増加しております。

　　　　なお、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業は（３）事業区分の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より駐車場事業に集約しております。

（３）事業区分の変更

　　　　事業区分につきまして、従来、駐車場事業、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業、スキー場事業の３事業区分

としておりましたが、キャピタルゲインを目的とし、未上場会社への投資を行うＩＰＯ・ＩＲコンサル

ティング事業を縮小し、駐車場事業とシナジーのある企業の支援に注力していく方針のため、第１四半期

連結会計期間より、ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業を駐車場事業に集約し、駐車場事業、スキー場事

業の２事業区分に変更いたしました。この変更により従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の

駐車場事業の売上高が13,800千円増加し、営業利益が5,850千円減少しております。
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当第２四半期連結累計期間（自平成21年８月１日　至平成22年１月31日）

 
駐車場事業
（千円）

スキー場事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　

 売上高      　

(1）外部顧客に対する

売上高
3,693,947482,5454,176,492 － 4,176,492 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － (－) － 　

計 3,693,947482,5454,176,492 (－) 4,176,492 　

 営業利益 941,156 10,554951,710(286,229)665,481 　

（注）事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分は事業内容を考慮して次のように区分しております。

駐車場事業　　・・・駐車場の総合コンサルティング、運営・管理

スキー場事業　・・・スキー場の総合コンサルティング、運営・管理

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年11月１日　至平成21年１月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年８月１日　至平

成21年１月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年８月１日　至平成22年１月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

　
　
【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年11月１日　至平成21年１月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年８月１日　至平

成21年１月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年８月１日　至平成22年１月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）

当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成21年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役 ９名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　30,000株

 付与日  平成21年11月13日

 権利確定条件

 権利行使時において、当社取締役の地位を有していること。ただ

し、任期満了等の正当な理由により退任する場合、その他取締役

会が認める正当な理由がある時はこの限りとしない。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはない。

 権利行使期間  自平成23年11月14日　至平成28年10月31日

 権利行使価格（円） 4,673

 付与日における公正な評価単価（円） 1,253
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（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）

パーチェス法の適用

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結合

後企業の名称及び取得した議決権比率

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　竜王観光株式会社

事業の内容　　　　　竜王スキーパークの運営

（2）企業結合を行った主な理由

スキー場事業における収益の安定化及び事業基盤の強化のためであります。

（3）企業結合日

平成21年11月２日

（4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　株式の取得

結合後企業の名称　　　竜王観光株式会社

（5）取得した議決権比率

100％

２．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成21年11月２日から平成22年１月31日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 竜王観光株式会社普通株式及び貸付債権 144,412千円

取得原価  144,412千円

４．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生した負ののれんの金額

144,332千円

（2）発生原因

竜王観光株式会社の企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、当該差額を負ののれんとして認識

したことによります。

（3）償却方法及び償却期間

当第２四半期連結会計期間において一括償却します。

５．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高　　　　　8,693千円

経常損失　 　　87,890千円

四半期純損失　 86,979千円

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年１月31日）

前連結会計年度末
（平成21年７月31日）

１株当たり純資産額 413.44円 １株当たり純資産額 498.96円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 60.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 60.97円

１株当たり四半期純利益金額 117.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 206,706 398,594

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 206,706 398,594

期中平均株式数（株） 3,390,106 3,383,143

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ － 

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 47.27円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 47.27円

１株当たり四半期純利益金額 100.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 160,403 341,654

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 160,403 341,654

期中平均株式数（株） 3,393,240 3,383,254

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 －  －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成21年３月10日

日本駐車場開発株式会社

取締役会　御中
　

監査法人　トーマツ

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　英嗣

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 瀬　戸　卓

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本駐車場開発株式

会社の平成20年８月１日から平成21年７月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年11月１日から平

成21年１月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本駐車場開発株式会社及び連結子会社の平成21年１月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成22年３月９日

日本駐車場開発株式会社

取締役会　御中
　

有限責任監査法人　トーマツ

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　英嗣

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀬　戸　卓

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本駐車場開発株式

会社の平成21年８月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平

成22年１月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年８月１日から平成22年１月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本駐車場開発株式会社及び連結子会社の平成22年１月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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